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景気 DI は 50.0、過去 2 番目に高い水準 

～ 製造業が2カ月連続で過去最高を更新 ～ 

 

 
  
（調査対象 2 万 3,212 社、有効回答 1 万 105 社、回答率 43.5％、調査開始 2002 年 5 月） 
  
調査結果のポイント 

1.2017年11月の景気DIは前月比0.9ポイント増の50.0で、調査開始以来2番目

に高い水準となった。国内景気は、輸出が拡大するなか製造業が2カ月連続で過

去最高を更新するなど、回復が続いた。今後の国内景気は、輸出の好調継続など

を受け、企業部門が主導するかたちで回復傾向が続くことが見込まれる。 
 

2.7業界が改善し、2業界が悪化、1業界が横ばいとなった。機械類や自動車関連な

どの輸出増加を受けて、「化学品製造」「鉄鋼・非鉄・鉱業」の2業種が3カ月続

けて過去最高を更新、『製造』全体も2カ月連続で過去最高となった。また、年末

需要が追い風となった『運輸・倉庫』を含む5業界が50以上になった。 
 

3.『北関東』『東海』『中国』など10地域中8地域が改善、『北海道』が横ばい、『北

陸』が悪化した。自動車メーカーの増産が地域経済に波及したほか、公共工事も

好材料となった。規模別では「大企業」「中小企業」「小規模企業」がすべて改善

し、規模間格差は6年ぶりに2ポイント台まで縮小した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
< 2017 年 11 月の動向 ： 回復続く > 

2017年11月の景気DIは前月比0.9ポイント増の50.0となり、6カ月連続で改善した。 
中国への輸出額が 10 月単月で過去最大を記録するなど、引き続き輸出が拡大基調で推

移するなか、「化学品製造」「鉄鋼・非鉄・鉱業」の 2業種が 3カ月続けて過去最高を更新

し、『製造』全体も 2カ月連続で過去最高となった。季節需要が追い風となった『運輸・倉

庫』など 10業界中 5業界が、また地域別でも 10地域中 5 地域が 50以上になった。景気

DI は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要が起きた2014年 3月（51.0）に次ぎ、2002年

の調査開始以来 2 番目に高い水準となった（なお 2014 年 1 月も 50.0）。国内景気は、輸

出が拡大するなか製造業が2カ月連続で過去最高を更新し、回復が続いた。 
 
< 今後の見通し ： 回復傾向続く > 

世界経済が回復するなか、好調な輸出が今後も国内景気をけん引し、さらにTPP11の大

筋合意もプラスに働いていくとみられる。企業業績の改善を背景とした省力化投資の高ま

りや、開催まで 1,000日を切った東京五輪の関連需要を受け、設備投資は増加基調が続き、

企業部門が日本経済をけん引していくことが予想される。一方の家計部門は、冬のボーナ

スの支給総額増加などが個人消費を当面下支えするなど、緩やかに持ち直すと予測される。

ただし、人手不足の深刻化が及ぼす悪影響や、地政学的リスクによる為替や株式相場の変

動には、注視していく必要がある。今後の国内景気は、輸出の好調継続などを受け、企業

部門が主導するかたちで回復傾向が続くことが見込まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

2017年 12月 5日 
株式会社帝国データバンク 産業調査部 
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業界別：『製造』が 2 カ月連続で過去最高を更新、5 業界が 50 以上に  
・『製造』『建設』『卸売』など 7業界が改善し、2業界が悪化、1業界が横ばいとなった。機

械類や自動車関連などの輸出増加を受けて、「化学品製造」「鉄鋼・非鉄・鉱業」の 2 業種

が 3カ月続けて過去最高を更新、『製造』全体も2カ月連続で過去最高となった。また、年

末需要が追い風となった『運輸・倉庫』を含む5業界が 50以上になった。 
 
・『製造』（51.2）…前月比 0.9 ポイント増。10 カ月連続で改善。「鉄鋼・非鉄・鉱業」（同

2.3ポイント増）は、建設・建築用製品に加え、工作機械や産業用ロボット向けも寄与し、

3カ月連続で過去最高を更新した。同じく3カ月連続で過去最高を更新した「化学品製造」

（同 0.8ポイント増）は、プラスチック製の輸出用包装製品や越境電子商取引（EC）での

販売も好調な化粧品が改善。「機械製造」は、輸出増加が続く建設機械や化学品工場向け機

械などが良好で、過去最高だった前月と同水準（59.3）で推移した。現状では不正検査問

題の影響が一部にとどまっていることもあり、自動車部品の輸出増加が寄与した「輸送用

機械・器具製造」（同 4.4ポイント増）や、計測器が好調な「精密機械、医療機械・器具製

造」（同 1.9ポイント増）も改善し、『製造』全体でも先月に続いて過去最高を更新した。 
 
・『建設』（53.7）…同 1.0ポイント増。5カ月連続で改善。都市部の再開発や五輪関連、訪

日外国人の増加にともなうホテルなどの建設が好調なことが、建設業の景況感を押し上げ

た。また、建設需要が旺盛なことから、「工事量が豊富で受注を選別できる」「条件の良い

物件を選定できる」などの声が一部で聞かれた。公共工事の増加基調が続く北海道は、積

雪が比較的遅かったことが工事進捗にプラスに働いたほか、好調な製造業による工場や倉

庫などの設備投資も寄与し、5カ月続けて 50台となった。 
 
・『卸売』（46.5）…同 1.0ポイント増。6カ月連続で改善。「建材・家具、窯業・土石製品卸

売」（同 0.9ポイント増）は、災害復旧・復興に関連した九州地区の建築投資や五輪関連需

要がプラスに働いた。需要回復や価格上昇が寄与した鉄スクラップ卸売がけん引した「再

生資源卸売」（同 6.2 ポイント増）が大きく改善。「機械・器具卸売」（同 1.6 ポイント増）

は半導体製造装置や産業ロボット向けが好調だったほか、「化学品卸売」（同 0.5 ポイント

増）は製造業の好調を受けて工業薬品の取り扱いが伸びるなど、9業種すべてが改善した。 
 
・『運輸・倉庫』（50.7）…同 0.8 ポイント増。5 カ月連続で改善。軽油価格が 11 週連続で

上昇するなど燃料費の高騰は利益面を圧迫したが、年末年始を控えて物流量が増加したこ

とが業界全体の景況感を押し上げ、2014 年 3 月以来 3 年 8 カ月ぶりに 50 台を回復した。

季節需要を受けて入庫数が膨らんだ倉庫や、自動車および半導体製造装置の輸出や石油製

品などの輸入増加を受けて取扱量が拡大した港湾運送の景況感が改善した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16年

11月
12月

17年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比

農・林・水産 44.6 47.3 43.3 45.1 45.5 47.0 45.4 45.3 44.9 44.5 45.6 47.5 46.7 ▲ 0.8

金融 45.2 45.9 46.4 45.5 45.6 46.0 46.4 46.3 47.2 46.8 48.0 47.9 49.0 1.1

建設 49.2 49.7 49.2 49.5 49.3 49.0 49.5 49.5 50.4 50.7 51.7 52.7 53.7 1.0

不動産 47.7 48.7 49.3 49.9 49.4 49.7 50.7 49.4 49.6 49.3 49.9 50.9 50.3 ▲ 0.6

飲食料品・飼料製造 42.2 43.4 41.9 42.1 42.7 43.0 42.6 43.5 43.5 42.9 43.0 42.8 42.9 0.1

繊維・繊維製品・服飾品製造 36.7 38.0 36.3 37.7 38.6 38.8 39.4 37.8 37.9 38.4 37.7 38.6 39.6 1.0

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 42.5 43.5 43.3 42.8 43.2 42.4 43.4 43.4 45.3 45.9 45.6 47.0 46.8 ▲ 0.2

パルプ・紙・紙加工品製造 40.3 43.0 43.3 42.0 42.0 42.9 42.5 43.4 43.8 41.9 44.4 46.6 45.6 ▲ 1.0

出版・印刷 35.0 35.7 33.9 34.6 36.5 35.6 33.4 35.1 34.2 34.6 36.4 35.7 35.4 ▲ 0.3

化学品製造 45.5 48.2 47.5 47.9 48.5 49.9 50.3 50.2 51.4 50.5 51.8 52.5 53.3 0.8

鉄鋼・非鉄・鉱業 44.3 45.7 45.9 46.2 47.0 47.5 47.3 49.6 51.1 51.6 53.0 54.3 56.6 2.3

機械製造 47.9 50.3 49.9 51.1 52.9 54.1 54.5 54.8 56.5 56.2 57.2 59.3 59.3 0.0

電気機械製造 44.4 45.5 46.3 47.1 47.8 48.6 49.3 49.7 50.3 51.5 52.2 53.7 54.5 0.8

輸送用機械・器具製造 46.6 48.6 49.5 49.3 52.5 50.3 52.0 52.7 52.2 54.7 54.8 54.2 58.6 4.4

精密機械、医療機械・器具製造 44.8 46.3 46.7 49.4 48.1 50.0 51.7 51.5 50.4 51.8 51.5 53.2 55.1 1.9

その他製造 39.4 39.6 39.2 41.3 41.3 40.1 38.2 38.5 40.3 39.7 41.6 39.6 40.9 1.3

全　体 43.5 45.2 44.8 45.4 46.3 46.7 46.9 47.5 48.5 48.6 49.4 50.3 51.2 0.9

飲食料品卸売 40.1 41.5 40.6 40.4 41.0 41.7 42.7 41.8 42.2 41.3 41.6 41.1 42.4 1.3

繊維・繊維製品・服飾品卸売 33.1 34.0 33.7 33.4 32.6 34.7 34.5 35.0 34.3 34.2 35.3 35.4 36.1 0.7

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 42.6 43.2 42.1 42.6 42.8 41.8 43.2 42.8 43.0 43.8 44.0 44.2 45.1 0.9

紙類・文具・書籍卸売 37.5 37.7 38.6 38.4 38.3 38.5 36.1 38.4 37.4 35.7 38.8 38.4 38.9 0.5

化学品卸売 40.4 43.1 44.4 42.8 44.5 46.0 45.1 45.3 46.5 47.2 47.5 48.1 48.6 0.5

再生資源卸売 44.0 49.5 49.1 50.0 54.9 49.5 49.0 51.8 49.5 55.4 52.4 51.6 57.8 6.2

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 39.6 42.6 42.5 42.9 44.0 43.5 41.3 43.1 45.1 45.6 46.2 49.5 50.5 1.0

機械・器具卸売 42.5 44.2 44.8 44.3 45.8 46.3 46.1 46.6 48.0 48.2 48.5 49.3 50.9 1.6

その他の卸売 37.9 39.9 40.1 39.2 39.9 41.1 42.0 41.4 42.1 41.3 42.0 42.0 42.7 0.7

全　体 40.4 42.1 42.2 41.8 42.8 43.2 43.1 43.4 44.2 44.3 44.8 45.5 46.5 1.0

飲食料品小売 37.7 40.6 37.4 41.5 41.4 39.0 39.9 42.9 41.1 44.3 44.4 42.1 45.2 3.1

繊維・繊維製品・服飾品小売 32.4 31.3 32.7 29.0 30.9 31.8 33.9 34.4 34.6 35.1 34.4 37.5 32.7 ▲ 4.8

医薬品・日用雑貨品小売 41.1 42.0 43.5 46.0 44.3 46.0 46.4 44.4 43.8 46.8 44.2 44.9 46.2 1.3

小売 家具類小売 37.5 30.0 33.3 38.1 33.3 35.7 35.7 40.7 39.6 37.5 41.7 40.9 45.0 4.1

家電・情報機器小売 37.8 38.6 40.5 39.9 43.0 41.7 38.1 41.9 41.7 44.6 40.2 43.9 43.9 0.0

自動車・同部品小売 40.2 41.0 43.5 46.3 47.7 41.9 41.5 44.4 44.4 45.5 46.2 45.3 45.6 0.3

専門商品小売 36.3 37.1 38.3 39.1 38.8 38.3 39.1 39.8 39.7 39.8 39.7 39.6 38.8 ▲ 0.8

各種商品小売 44.4 44.6 42.0 45.3 44.6 44.3 45.0 48.7 46.5 45.8 45.7 46.3 45.7 ▲ 0.6

その他の小売 46.7 46.7 45.8 45.8 40.0 40.0 41.7 41.7 38.9 44.4 46.7 46.7 43.3 ▲ 3.4

全　体 38.3 39.1 39.4 40.9 41.1 39.8 40.2 42.1 41.5 42.7 42.2 42.4 42.4 0.0

運輸・倉庫 44.4 46.1 45.0 43.8 45.6 47.0 46.8 45.7 47.7 48.4 49.0 49.9 50.7 0.8

飲食店 38.0 37.5 42.3 39.0 45.1 45.0 41.1 43.0 43.9 41.9 45.2 45.1 42.9 ▲ 2.2

電気通信 57.7 46.2 55.1 52.8 58.3 54.2 51.3 56.9 55.6 54.2 59.1 54.5 57.7 3.2

電気・ガス・水道・熱供給 50.0 41.7 50.0 52.4 47.2 52.4 52.4 57.1 52.4 52.8 57.1 58.3 59.5 1.2

リース・賃貸 49.3 48.9 47.9 48.2 50.1 48.9 50.2 50.0 50.6 49.7 52.0 54.2 54.9 0.7

旅館・ホテル 44.3 47.5 43.5 45.6 49.4 48.9 49.4 47.9 46.9 47.4 41.7 43.6 51.9 8.3

娯楽サービス 37.0 36.9 37.7 37.1 39.2 39.1 40.9 40.8 40.1 38.3 40.0 39.1 39.0 ▲ 0.1

サービス 放送 50.0 49.0 45.6 47.8 47.8 47.8 46.7 42.9 46.2 47.2 47.2 46.2 44.4 ▲ 1.8

メンテナンス・警備・検査 48.2 47.1 47.4 47.8 48.6 49.4 48.9 49.7 50.2 51.4 51.3 50.3 51.6 1.3

広告関連 38.9 40.9 38.6 39.8 41.0 42.3 41.8 40.6 41.0 41.9 40.5 43.6 41.8 ▲ 1.8

情報サービス 52.7 53.2 54.3 54.8 55.3 56.1 55.6 55.7 56.6 56.1 57.2 57.9 57.6 ▲ 0.3

人材派遣・紹介 51.4 54.4 54.4 50.8 54.6 55.8 52.3 54.8 54.8 58.6 57.5 58.2 59.0 0.8

専門サービス 50.3 52.8 51.9 51.8 52.6 53.2 52.3 52.3 52.6 53.4 53.2 53.3 53.2 ▲ 0.1

医療・福祉・保健衛生 43.6 44.0 43.6 44.7 46.4 47.7 47.9 48.3 45.2 46.1 47.4 44.1 47.9 3.8

教育サービス 43.1 43.7 46.7 44.4 43.7 41.1 43.5 42.1 42.5 42.5 41.7 41.0 40.5 ▲ 0.5

その他サービス 47.9 47.9 47.1 49.6 50.1 50.0 49.3 50.8 50.2 50.5 50.7 50.6 53.9 3.3

全　体 48.2 48.7 48.8 49.1 50.4 50.9 50.4 50.7 50.9 51.1 51.5 51.8 52.5 0.7

その他 38.6 39.5 39.9 40.8 40.2 42.1 41.7 42.2 41.7 42.4 43.6 43.3 47.9 4.6

  格差（10業界別『その他』除く） 10.9 10.6 9.9 9.0 9.3 11.1 10.5 8.6 9.4 8.4 9.5 10.3 11.3

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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規模別：中小企業の改善幅が大きく、規模間格差は 6 年ぶりの水準に縮小  
・「大企業」「中小企業」「小規模企業」がすべて改善した。2カ月連続で規模の小さい企業ほ

ど改善幅が大きく、規模間格差は 2.7となり 6年ぶりに 2ポイント台まで縮小。とりわけ、

「中小企業」「小規模企業」では、『金融』『製造』『サービス』が過去最高を更新した。 
 

・「大企業」（52.1）…前月比 0.5 ポイント増。5 カ月連続で改善。輸出の拡大が続くなか、

設備稼働率の上昇とともに、設備投資意欲も上向いてきた。また、好調な機械・器具卸売

を含む『卸売』が 3年 8カ月ぶりに 50を上回るなど、10業界中 6業界が 50台となった。 
 

・「中小企業」（49.4）…同0.9ポイント増。6カ月連続で改善。株式市場の活況や企業業績

の改善にともなう事業者向け貸金などが堅調な『金融』、自動車や建設機械、半導体関連が

好調な『製造』、観光関連などが上向いた『サービス』の3業界が過去最高を更新した。 
 

・「小規模企業」（48.7）…同 1.1ポイント増。5カ月連続で改善。『製造』は測定器など精密

機械関連が好調だったほか、インバウンド需要で繊維製品製造も堅調に推移した。また、

公共工事や設備投資の増加は設備工事など『建設』の押し上げ要因となった。 

 

 

 

 

 
 

地域別：10 地域中 5 地域で 50 以上、自動車増産が地域経済に波及  
・『北関東』『東海』『中国』など 10地域中 8地域が改善、『北海道』が横ばい、『北陸』が悪

化した。自動車メーカーの増産が地域経済に波及したほか、公共工事も好材料となった。 
 

・『北関東』（51.2）…前月比 1.0 ポイント増。3 カ月連続で改善し、過去最高を更新した。

『建設』は、住宅建築のほか中部横断自動車道の建設工事も加わり、2年 8カ月ぶりに50
を上回った。また、「中小企業」「小規模企業」が大幅に改善し、全規模で 50台となった。 
 

・『東海』（51.2）…同 1.2ポイント増。6カ月連続で改善した。『製造』は、自動車生産が上

向いたほか、工作機械や飲食料品などが好調だった。さらに、住宅需要や駅前再開発を受

けた不動産取引も活発に推移した。 
 

・『中国』（50.1）…同 1.5ポイント増。6カ月連続で改善し、50台を回復した。域内自動車

メーカーの増産で部品製造など関連業種の増産へと波及している。公共工事の拡大に加え、

建設や不動産の改善により警備業などが上向いた『サービス』など8業界が改善した。 

地域別グラフ（2014 年1 月からの月別推移） 
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九州

東海

北関東

南関東

中国

北陸

近畿

北海道

四国

東北

16年

11月
12月

17年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比

大企業 47.0 48.4 48.2 48.3 48.9 49.4 49.9 49.8 50.3 50.5 51.3 51.6 52.1 0.5

中小企業 43.3 44.5 44.4 44.6 45.4 45.7 45.6 46.0 46.8 47.0 47.7 48.5 49.4 0.9

（うち小規模企業） 42.9 43.9 43.5 44.1 44.4 44.5 44.4 44.4 45.6 45.7 46.7 47.6 48.7 1.1

格差（大企業－中小企業） 3.7 3.9 3.8 3.7 3.5 3.7 4.3 3.8 3.5 3.5 3.6 3.1 2.7

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

16年

11月
12月

17年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比

42.5 42.6 42.2 43.2 43.9 44.3 46.1 45.7 48.4 48.8 48.6 48.6 48.6 0.0

44.8 44.6 44.2 43.6 44.7 45.2 45.4 45.4 45.7 45.4 45.9 45.9 47.2 1.3

43.3 45.0 44.9 44.2 45.4 46.6 46.4 47.0 48.3 47.8 49.1 50.2 51.2 1.0

45.0 46.1 46.3 46.5 47.1 47.4 47.3 47.7 48.2 48.2 49.1 49.7 50.5 0.8

41.8 43.0 43.4 42.8 44.1 44.3 45.3 45.9 47.5 48.0 48.8 49.3 49.0 ▲ 0.3

44.2 46.4 45.7 45.9 46.6 46.8 46.4 47.3 48.1 48.8 49.2 50.0 51.2 1.2

42.4 43.7 43.7 44.1 45.1 45.2 44.7 44.9 45.6 46.1 46.7 48.0 49.0 1.0

43.9 45.8 44.6 45.1 46.3 46.1 46.0 46.5 47.0 47.7 47.8 48.6 50.1 1.5

45.8 47.2 46.2 46.5 46.1 46.9 46.8 47.0 47.0 46.8 48.5 48.2 48.5 0.3

46.7 48.0 48.1 49.0 48.7 49.1 49.5 48.9 49.4 49.4 49.9 50.5 51.3 0.8

4.9 5.4 5.9 7.8 4.8 4.8 4.8 4.0 3.8 4.0 4.0 4.6 4.1

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

中国

格差

四国

九州

北関東

北海道

東北

南関東

東海

北陸

近畿

全国平均（50.0）と同水準以上の地域

全国平均（50.0）を下回っている地域

北関東
51.2

南関東

50.5

北陸
49.0

東海

51.2

近畿

49.0

中国
50.1

四国
48.5

九州
51.3

北海道
48.6

東北
47.2
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業界名

9月 10月 11月

45.6 47.5 46.7 ○ 業務用米の品薄感が根強く、価格が多少上がっている（米作農業） ○ 暮れから正月の需要に期待（農業協同組合）

農・林・水産 ○ 生産販売物の単価上昇で生産者の所得が前年より伸びている（畜産サービス） ○ 大手生産者の増産計画が終了する予定のため（養鶏）

○ おおむね順調な取扱量、単価で推移している（森林組合） △
× 水揚量が低迷している（漁業協同組合）

× 火山噴火などの影響がまだ消えていない（釣・はえ縄漁業） × 燃油価格の高騰が懸念材料（漁業協同組合）

48.0 47.9 49.0 ○ 株式市場が活況（証券） ○
金融 ○ 取扱高は順調に推移している（クレジットカード）

△ ○ 引き続き株式市場の活況が続くと予想（証券）

×
× マイナス金利による利ざやの減少（信用金庫・同連合会）

51.7 52.7 53.7 〇 〇
建設

○ 製造業の設備投資が多い（特殊コンクリート工事） 〇
○

〇 製造業の設備投資が継続して増加する見込み（一般管工事）

○ 北陸新幹線の影響で、クレーンや土木、とびは仕事がある（機械器具設置工事） △
○ 工事量が豊富で受注を選別できる（一般土木建築工事）

○ 成約から着手まで時間を要しており、需要が上回っていると感じる（内装工事） × 人手不足と人件費の高騰が続くと考えられる（土木工事）

× × 入札での受注金額における利益率が年々下がっている（一般土木建築工事）

× 単発的な事業発注は見込めるが、継続的な事業計画等は乏しい（土木工事）

49.9 50.9 50.3 ○ 投資目的や開発目的の案件の問い合わせが増えている（不動産代理業・仲介） ○ ホテル建設にともなう不動産需要は当分続くとみている（不動産代理業・仲介）

不動産 ○ 金融機関の不動産向け融資が安定している（建物売買） ○ 賃貸需要は増加傾向にある（不動産賃貸）

△ △

× 顧客の望む価格帯と供給価格の乖離が目立っている（土地売買） ×
× 既存店舗の撤退と新規店舗の動きが鈍い（不動産管理）

49.4 50.3 51.2 ○ 工作機械やロボット、半導体関連が好調（鉄鋼シャースリット） ○ 東京五輪に向けて仕事量が増えるため（製缶板金）

製造 ○ ○ 当面の顧客注文の安定が見込まれる（金属プレス製品製造）

○
○ 輸出用梱包品の需要が増加（プラスチックフィルム・シート・床材・合成皮革加工）

○ 設備投資案件の引き合いが多くなってきている（化学機械・同装置製造） ○ 今後、自然災害によるシートの破損を受けた需要がある（帆布製品製造）

○ △ 先行きの経済動向が不透明であり見通しは難しい（フェルト・不織布製造）

△
○ 自動車の生産が上がり、部品の注文が増えてきた（金属プレス製品製造）

○ 工作機械の受注好調を受けている（圧力計・流量計・液面計等製造） × 世界情勢の不安定化を懸念（開閉装置・配電盤・電力制御装置製造）

× 価格が安く利益を出すことが困難になっている（段ボール箱製造） × 太陽光関連業界が伸び悩んでいる（配線器具・配線付属品製造）

× 広告出稿の減少傾向が変わらない（新聞） × 介護報酬と診療報酬が同時に改定されるため（医療用機械器具製造）

【判断理由】　　○＝良いと判断した理由　　△＝どちらでもない理由　　×＝悪いと判断した理由

2018年度は消費税税前の駆け込みや株価上昇、五輪景気が重なり、過去数年

の中では一番良い状況になると予想している（木造建築工事）

ラグビーワールドカップや東京五輪などのビッグイベントによる下支えが期待され

る（一般土木建築工事）

北朝鮮による外的要因リスクが常に内在しており、急激に冷え込む恐れをはらん

でいる（貸事務所）

2016年に比べ雪が降るのが遅く、現場効率は前年比で大いに改善。手持ち受注

と来年の引き合いへの積算物件も多い（建築工事）

五輪前の建設業界の波に乗って、仕事の問い合わせが多数ある。その中から条

件の良い物件を選定し受注できている（給排水・衛生設備工事）

化粧品は品質・安全性から日本製品への人気が高く、外国人観光客や越境EC

による消費が業界の業績に大きく寄与している（仕上用・皮膚用化粧品製造）

国内外とも受注は継続して順調。検査不正があったメーカーとの取引もあるが、

今のところ受注の減少は見られない（動力伝導装置製造）

大型物件の建て替えや開発に向けた閉鎖物件等があり、一時的に冷え込む見

込み（不動産管理）

先端医療機器（ME）や半導体、ファクトリーオートメーション（FA）のすべてで、先

行きに明るさが見える（産業用電気機械器具製造）

自動車や鉄鋼などリコールの影響は2～3カ月で収束すると思われる（コネク

ター・スイッチ・リレー製造）

2018年4月に改正畜産経営安定法が施行されるため、新制度のもとで生乳の流

通がどう変化するか見極めがつかない（農業協同組合）

業界別の景況感　企業の声１　（農・林・水産～製造）

現　在 先　行　き

不動産市況はピーク感を懸念する声があるものの、引き続き取引は活況である

（証券投資信託委託）

人手不足による人件費の高騰や材料費の値上げが、発注価格に追いついてい

ない（土木工事）

通常の質・量の商品は短期間で成約しているが、高額な物件や狭小な土地、リ

フォーム程度が良くない物件は成約までの期間が長くなっている（土地売買）

明治維新150年の各種イベント等による経済効果から景気浮揚が見込まれる（信

用金庫・同連合会）

冬期間の観光の落ち込みや異常気象による水産関連の原材料確保難の持続を

懸念（信用協同組合・同連合会）

首都圏からの好景気需要が地域に来るまでには、多少の時間が必要（給排水・

衛生設備工事）
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9月 10月 11月

44.8 45.5 46.5 ○ 五輪関係の建築の仕事が出はじめた（建設用石材・窯業製品卸売） 〇
卸売 ○ 熊本地震や九州北部豪雨からの復興需要などで好況(木材・竹材卸売）

○ 国内の需要が回復し、相場が良い状態が続いている（鉄スクラップ卸売） 〇 設備投資の計画が具体的になってきている（電気機械器具卸売）

○ 半導体製造装置、産業機器、ロボット関連向け需要が好調（電気機械器具卸売） △
○

△
× 個人消費が冷え込んだままである（室内装飾繊維品卸売）

× 衣料品に対する消費が低迷しており、回復の兆しがない（男子服卸売） × しばらくは業界の淘汰が進んでいくと予想されるため（石油卸売）

× 化石燃料からの燃料転換などが大きく響き、業界環境は悪い（石油卸売） × 宝飾品に対する嗜好が変化している（貴金属製品卸売）

42.2 42.4 42.4 ○ オートローンでの新車購入が増えてきた（自動車（新車）小売） ○ 円安水準の継続が見込まれる（自動車（新車）小売）

小売 △ ○

△ △

× △

× × F1層の所得が上がる見込みがないため（貴金属製品小売）

× ヒット商品が出ない（家庭用電気機械器具小売）

49.0 49.9 50.7 ○ 年末に向け大きく商品が動くため、商品入庫が絶えない（冷蔵倉庫） ○ 東京五輪までは高い需要が続くと見込まれる（旅客輸送）

運輸・倉庫 ○ 取り扱う物量が輸出入ともに前年同月比で増加している（港湾運送） ○
○ どこも物は売れるが自社物流ではまかないきれなくなっている（貨物運送仲立）

○ ○

○ 年末年始に向けた物流量が増加している（一般貨物自動車運送） ○
△ 売上は好調だが、燃料高騰で最終利益は低迷している（一般貨物自動車運送）

× × 震災復興に対する公共事業の終焉で、明るい題材が見いだせない（利用運送）

× 人手不足に解消のめどが立たない（一般乗用旅客自動車運送）

51.5 51.8 52.5 〇 〇 主要顧客である自動車会社が生産を拡大する見込み（一般食堂）

サービス ○ 自動車の利活用はさらに進むと考えられる（自動車賃貸）

〇 ○ 東京五輪の準備完了時期まで、景気は上昇基調と予測（経営コンサルタント）

○ 人手不足により人件費がアップし、消費が増えそう（公認会計士事務所）

○ ○ インバウンド向けの仕事はこれからも伸び続けると予想（ビルメンテナンス）

△
×

× 東京五輪のため展示会に影響が出る（広告制作）

× 連日、ギャンブル依存対策の報道がなされ客足が遠のいた（パチンコホール） × 2018年4月の診療報酬・介護報酬改定が引き下げ見通しのため（老人福祉事業）

× 2017年度の市の公共事業予算が半減した影響が出ている（建物サービス） × 人手不足による機会損失が見込まれる（一般飲食店）

【判断理由】　　○＝良いと判断した理由　　△＝どちらでもない理由　　×＝悪いと判断した理由

先　行　き

業界別の景況感　企業の声２　（卸売～サービス）

現状は道路やビル建設などのインフラがメインとなっているが、その次の段階とし

て、情報・通信システムなどの設備投資が上向くと見ている（電気機械器具卸売）

北朝鮮問題が不安定のため、万が一にでも戦闘状態になればすべての旅行が

一時停止になる。現状では予測不可能（一般旅行業）

公共工事など多くの工事物件があるなかで、警備員が不足しているほか、社会保

険加入問題も重なり、警備料金が値上がり傾向にある（警備）

iPhoneXの予約は多いが、商品の入荷数が少ないため販売につながっていない

（情報家電機器小売）

前年並み。無資格検査等の影響もあり､大きい買い物に対して買い控えしている

（自動車（新車）小売）

気温が例年より高く、また消費の買い控えもあり、冬商材の動きが鈍い（スーパー

ストア）

アパレル小売の市場規模に大きな変化はないものの、特に実店舗への客数の減

少傾向が続いている（婦人・子供服小売）

従業員の人手不足が顕著で、店舗を運営することが困難になりつつある（中華料

理店）

衝突防止や運転支援システムを搭載した車の需要が、高齢者も含めて増加傾向

にある（自動車（新車）小売）

顧問先のなかで製造業の業績が良く、設備投資や人材確保の経営相談が頻繁

にある（経営コンサルタント）

九州北部豪雨の影響で、官公庁が災害復旧に向けた業務発注を行っている（土

木建築サービス）

顧客企業から出荷される貨物数量は、年末繁忙期を間近に控え、数量が増加し

つつある（一般貨物自動車運送）

自動車向けで無資格検査問題はあったが、当社の売上には直接関係していな

い。むしろ自動車業界全体としての数値は上昇している（工業用留具卸売）

人材不足と高齢者の退職で稼働率が大きく低下している。さらに原油高と円安の

ためにガソリン代とLPG代も高騰している（一般乗用旅客自動車運送）

主力である水産加工業において、原料高や人手不足による人件費の高騰がみら

れ、先行き不透明である（生鮮魚介卸売）

既存店の売上増と、新規開拓を推進しているが、結果が出るまで時間が掛かりそ

う（機械工具卸売）

業界名
現　在

雇用は改善しているが、人手不足がマイナスに働けば状況は良くないだろう

（スーパーストア）

薄利多売の傾向が薄まってくれば、利益が確保され、減収増益になってくる（ガソ

リンスタンド）

大手運送会社で運賃の値上げが進み、中小企業への還元が期待される（一般貨

物自動車運送）

物量の増加が安定してきたため、急激な為替変動や政治リスク等の環境悪化が

なければ安定的な仕事の確保が見込めそう（港湾運送）

半年後くらいまでは燃料高騰の影響がでるが、その後は運賃値上げ効果も出て

利益が拡大すると予想（一般貨物自動車運送）
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調査先企業の属性 
1． 調査対象（2 万 3,212 社、有効回答企業 1 万 105 社、回答率 43.5％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時

間外労働時間、雇用過不足、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

3．調査時期・方法 
2017年 11月 16日～30日（インターネット調査） 

景気動向指数（景気 DI）について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を主目的として、2002 年 5 月か

ら調査を開始。景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など企業活動全般に関する項

目について全国 2万社以上を対象に実施している月次の統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞ

れ下表カッコ内の点数を与え、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて算出している。 

 

 

 

50 を境にそれより上であれば「良い」、下であれば「悪い」を意味し、50 が判断の分かれ目と

なる。なお、小数点第 2 位を四捨五入している。また、DI の算出においては、企業規模の大小

に基づくウェイト付けは行っておらず、「1社 1票」の単純平均の形をとっている。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に中

小企業基本法に準拠し、全国売上高ランキングデータを加え下記の通り区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測 DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の

｢売り上げDI｣、｢設備投資意欲DI｣、｢先行き見通しDI｣などを加えた structural ARIMAモデ
ルで分析し、景気予測DIを算出している。 

 
 
 
 
 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

非常に悪い 悪い やや悪い どちらともいえない やや良い 良い 非常に良い

( 0 ) ( 1/6 ) ( 2/6 ) ( 3/6 ) ( 4/6 ) ( 5/6 ) ( 6/6 )

0 16.7 33.3
DI=50

判断の分かれ目
66.7 83.3 100
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（1）地域

518 1,124
609 1,719
708 562

3,258 312
555 740

10,105

（2）業界（10業界51業種）

55 66
122 28

1,453 26
302 10

飲食料品・飼料製造業 319 44
繊維・繊維製品・服飾品製造業 114 64
建材・家具、窯業・土石製品製造業 233 128
パルプ・紙・紙加工品製造業 106 47
出版・印刷 180 5
化学品製造業 415 433
鉄鋼・非鉄・鉱業 505 40
機械製造業 445 13
電気機械製造業 330 7
輸送用機械・器具製造業 101 112
精密機械、医療機械・器具製造業 75 26
その他製造業 81 62
飲食料品卸売業 349 12
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 190 163
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 329 104
紙類・文具・書籍卸売業 105 435
化学品卸売業 276 52
再生資源卸売業 32 242
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 306 103
機械・器具卸売業 899 21
その他の卸売業 344 149

47
10,105

（3）規模

2,075 20.5%

8,030 79.5%

(2,617) (25.9%)

10,105 100.0%

(299) (3.0%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（418）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（2,830）

放送業

サービス

（1,541）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（2,904）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業


